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決 算 報 告 書

国立大学法人 横浜国立大学
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（様式２）

平成２１年度 決算報告書

国立大学法人横浜国立大学

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差 額 備 考
（決算－予算）

収入

運営費交付金 ８，７４４ ８，６２０ △１２２ （注１）

施設整備費補助金 ９１２ １，３１１ ３９９ （注２）

船舶建造費補助金 － － －

補助金等収入 ７４０ １，８６２ １，１２２ （注３）

国立大学財務・経営センタ ４７ ４７ －

ー施設費交付金

自己収入 ６，１２５ ６，２５１ １２６

授業料、入学料及び検定 ６，０１５ ５，９１５ △９９ （注４）

料収入

附属病院収入 － － －

財産処分収入 － － －

雑収入 １１０ ３３６ ２２６ （注５）

産学連携等研究収入及び寄 １，２６６ ２，１８９ ９２３ （注６）

附金収入等

引当金取崩 － ０ ０

長期借入金 － － －

貸付回収金 － ０ ０

承継剰余金 － － －

旧法人承継積立金 － － －

目的積立金取崩 １，００５ １，４８２ ４７７ （注７）

計 １８，８３９ ２１，７６５ ２，９２７

支出

業務費 １２，２４２ １２，１１５ △１２６

教育研究経費 １２，２４２ １２，１１５ △１２６ （注８）

診療経費 － － －

一般管理費 ３，６３２ ３，６６３ ３１ （注９）

施設整備費 ９５９ １，３５８ ３９９ （注１０）

船舶建造費 － － －

補助金等 ７４０ １，８６５ １，１２５ （注１１）

産学連携等研究経費及び寄 １，２６６ ２，０７８ ８１３ （注１２）

附金事業費等

貸付金 － － －

長期借入金償還金 － － －

国立大学財務・経営センタ － － －

ー施設費納付金

計 １８，８３９ ２１，０８１ ２，２４２

収入－支出 － ６８４ ６８４
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○予算と決算の差異について

（注１）平成２０年度以前からの退職手当及び再チャレンジ支援経費(就学機会の確保分)

の繰越分の取崩額減少により１２２百万円の減少となっています。

（注２）平成２１年度補正予算（耐震対策事業２６４百万円及び大学特別機械整備費１３

５百万円）が交付されたことにより３９９百万円の増加となっています。

（注３）平成２１年度補正予算（設備整備費補助金７８７百万円）及び２１年度において

新規に研究拠点形成費等補助金や大学改革推進等補助金等が採択されたことによ

り１，１２２百万円の増加となっています。

（注４）定員の適正化に伴う入学者数及び在籍者数の減少により、入学料収入が２６百万

円減、授業料収入が７２百万円減、及び検定料収入１百万円減の計９９百万円の

減少となっています。

（注５）科学研究費補助金間接経費等の収入、特許料収入及び有価証券利息収入等の増加

により、２２６百万円の増加となっています。

（注６）受託研究・共同研究の獲得金額増により、６１７百万円の増の外、前年度以前の

収入を財源とした受託・共同研究が３７百万円、寄附金が２６９百万円であり、

計９２３百万円の増となっています。

（注７）期中において平成２０年度目的積立金の承認を受けたことにより、４７７百万円

の増となっています。

（注８）人件費については雇用見送り、人事勧告による支出減及び退職者が見込みよりも

少なかったことにより９４８百万円減、期中において人件費の減少分を教育環境

の整備に充当したことにより物件費が３８０百万円の増 （注７）により、目的、

積立金取崩額の増加により４４２百万円の増、計１２６百万円の減少となってい

ます。

（注９）人件費については雇用見送り、人事勧告による支出減及び退職者が見込みよりも

少なかったことにより１５３百万円減、期中において人件費の減少分を職場環境

の整備等に充当したことにより物件費が１４９百万円の増 （注７）により、目、

的積立金取崩額の増加による３５百万円の増、計３１百万円の増加となっていま

す。

（注１０ （注２）による理由により３９９百万円の増加となっています。）

（注１１ （注３）による理由により１，１２５百万円の増加となっています。）

（注１２ （注６）による理由により８１３百万円の増加となっています。）


